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温  暖  化 

 

地球温暖化対策の新たな枠組みを議論する年末の

国連気候変動枠組条約締結会議（COP21）に向け、

排出量第 3位のインドを含む約 150の国・地域が温

室効果ガスの削減目標を提出しました。 

 

インドの 2030年の人口は、現在より 3億人多い

15億人で、電力需要は現在の約 3倍、GDP は約 4

倍になります。そのため、目標を達成しても温室効

果ガスの総排出量自体は増える可能性があります。

目標達成のためにインドは 2兆 5千億㌦（約 300兆

円）が必要と算定されています。 

 

 

（2015.10.3 朝日朝刊より） 

 

途上国が温暖化対策を進めるために先進国が支援

した資金が、2014年は総額約 620億㌦（7兆 4400

億円）に上ったとの報告書を OECD が発表しまし

た。しかし、日本が進める石炭火力発電技術は温暖

化対策とは認められず、総額から除外されました。 

（2015.10.9 朝日朝刊より） 

 

英政府は国内の全発電所を閉鎖する検討に、フラ

ンスは発電設備の輸出補助を取りやめる、オバマ米

政権も天然ガスや再生可能エネルギーへの移行を進

めるなど、CO2 の排出が多い石炭火力発電所を減ら

す動きが加速してきました。 

 

（2015.10.15 日経朝刊より） 

 

11月末にCOP21 に向け最後の交渉会合となりま

すが、、温暖化対策の次期枠組みの主な論点と現在の

議論は下表の通りです。 

エネルギー問題は何を議論すべきか？  

 

 

 

3.11 以降私たちはどのようなエネルギーを使うべきか、 

また将来に向け、今どのような電源構成が必要か 
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（2015.10.18 朝日朝刊より） 

 

新たな温暖化対策の国際枠組みを議論する国連の

作業部会では、いまの温暖化を招いた先進国や、現

在の排出量が多い、新興国の責任を問う声が高まっ

ており、日本を含む先進国により多くの負担が求め

られる可能性があります。 

 
（2015.10.22 朝日朝刊より） 

 

京都議定書に代わる 2020年以降の枠組み（ポウｓ

ト京都議定書）は、温暖化ガスの大排出国である米

国や中国、インドを含むすべての国が参加しやすい

ように削減目標の義務化を見送る見通しとなりまし

た。 

 

（2015.10.24 日経朝刊より） 

 

世界の排出量の 86%にあたる 146ヵ国が国連に自

主削減目標を提出しました。しかし、各国が削減を

実行したとしても「2100年には少なくとも 2.7℃上

昇する」と、現状の目標では不十分です。 

 

（2015.10.31 日経朝刊より） 

 

IPCC の報告書にある「2050年に世界で 10年比

40～70%削減」や「今世紀中の世界経済の脱酸素化」

などが選択肢となります。 
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（2015.10.31 朝日朝刊より） 

 

電    力 

 

関西電力は 10 月 1 日から電気料金を値上げしま

す。関電は「原発を再稼働させることで、値下げに

つなげたい」としていますが、高浜原発 3 号機は 4

月に運転を差し止める仮処分を決定をしており、再

稼働の時期は見通せない状況です。 

 

関電によると、00 年 3 月以降、関電から新電力な

どに契約を切り替える「離脱」は昨年度末までの累

計で 1 万 2529 件でした。企業向けの電気料金が平

均 17.26%上がった 13 年の後は急送しています。 

 

（2015.10.1 朝日朝刊より） 

 

2016 年 4 月の電力小売りの全面自由化以降の電

気の販売に必要な「小売り電気事業者」として 40

社が正式に登録される見通しとなりました。 

 

（2015.10.8 日経夕刊より） 

登録企業は 2016 年 4 月までに 100 社を超える可

能性があり、地域独占の電力会社に限られた家庭や

中小企業の選択肢が広がりそうです。 
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（2015.10.9 日経朝刊より） 

 

2016 年 2 月の電力供給の余力の割合を示す「予

備率」は沖縄電力を除く電力 9 社の管で 5.8%を確

保し、安定供給に最低必要な 3%を上回る見込みと

なりました。 

 

（2015.10.9 日経夕刊より） 

 

関西電力は今冬の電力需要について、電気料金値

上げによる契約離脱や火力発電所の定期点検の先延

ばしなどで一定の供給力を保ち、「予備率」は 3.3%

と昨冬の 3%を上回り、需要はやや緩和されます。 

 

（2015.10.10 日経朝刊により） 

 

関西電力は 2016 年 4 月に電気の使用量が多い家

庭の負担を軽くする新しい電気料金を導入します。

しかし使用量が多くなると安くなる新料金は電力使

用量を促す効果もあり、省エネに逆行しかねません。 

 

（2015.10.24 日経朝刊より） 

 

関西電力の 2015 年 9 月中間決算は、純利益が

1125 億円の黒字と、前年の 26 億円から大幅に増え

ました。原発が動かなくても、利益を確保できる状

態になっています。 

 

（2015.10.30 朝日朝刊より） 

 

電力大手 10 社の 2015 年 4~9 月期連結決算は、

東日本大震災で初めて全社の経常損益が黒字となり

ました。 
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大王製紙は製紙工程で出る廃液を利用して発電（発

電能力 6 万 kW）、販売をします。 

 

（2015..10.31 日経朝刊より） 

 

天 然 ガ ス 

 

原油は供給が潤沢ですが、需要伸び悩む状況です。

シェールガス革命で米国の産油量はほぼ倍増です。

イラン市場は復帰で 16 年前半も原油明日が予想さ

れています。 

 

（2015.10.20 日経朝刊より） 

サウジアラビアはシェア喪失をさけるため減産に

慎重です。生産性向上で米国産シェールガスのコス

トは下がっています。少なくとも 16 年後半案では

供給過剰が続きます。 

 
（2015.10.21 日経朝刊より） 

 

今年上期もシェールオイル増産基調は続きます。

最大の資源保有国サウジアラビアの苦悩は深まって

います。日本は引き続き供給源の分散化を進める必

要があります。 

 

（2015.10.22 日経朝刊より） 

 

経済産業省は 2017 年 4 月のガスの全面自由化を

見越し、2016 年度にも、全国のガス導管の整備計画

を作ります。 
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世界最大の LNG 輸入国である日本は、スワップ

の取引市場で先行しています。 

 

（2015.10.30 日経朝刊より） 

 

再 エ ネ 

 

三井物産や丸紅、ソフトバンクグループ傘下のSB

エナジーなどが北海道北部での送電線の新設計画は

数百億円の投資と採算性の問題から凍結することが

分かり、SB エナジーが計画する最大出力 60 万 kW

の風力発電所建設もめどが立たなくなりました。 

 

（2015.10.8 日経朝刊により） 

東芝は米地熱発電大手オーマット・テクノロジー

ズと海外の地熱発電事業で提携します。原子力事業

の先行きが見通しにくくなるなか、東芝は地熱事業

を強化して収益拡大を狙います。 

 

（2015.10.15 日経朝刊より） 

 

米国企業で風力などの再生可能エネルギーを調達

する動きが広まっています。グローバル企業は火力

より多少高くても「環境に優しい」イメージの向上

や電力コストの長期・安定化につながる再生エネを

積極的に導入しつつあります。 

 

 

（2015.10.20 日経朝刊より） 
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経済産業省は、再生可能エネルギーの固定価格買

い取り制度で、太陽光発電の買い取りに入札制度を

導入する検討を始めました。 

 

再生可能エネルギーの固定価格買い取り制度

（FIT）では太陽光発電の買い取り価格が下がる中、

中小風力は高値で販売でき、今後の需要拡大が見込

めるとして欧米の小型風力発電機メーカーが相次ぎ

日本に参入しています。 

 

（2015.10.27 日経朝刊より） 

 

原    発 

 

原子力規制委員会は関西電力高浜原発 4号機の

「工事計画」と 3,4号機の運転時や事故時の対応手

順を定めた「保安規定」を認可し、再稼働の前提と

なる 3つの許認可の審査が終了しましたが、再稼働

差し止めを命じた福井地裁の仮処分に対する審議が

続いており、関電が目指す 3号機の再稼働は困難に

なっています。 

 

（2015.10.10 朝日朝刊より） 

中国の習近平指導部が 2016年から始まる第 13次

5か年計画で、原子力発電所を年 6～8基のペースで

新設する方針を固めました。自主開発したとする新

型原発の導入に総額 5千億元（約 9兆 5千億円）を

投じ、30年までに発電能力や稼働数で日米を上回る

世界最大の「原子力強国」を目指します。 

（2015.10.11 日経朝刊より） 

 

九州電力川内原発 2号機が 15日再稼働しました。

これにより九州電力の 2016年 3月期の最終損益は 5

期ぶりに黒字転換する公算が大きくなりました。 

 

（2015.10.16 朝日朝刊より） 

 

東京電力福島第一原発事故で溶け落ちた核燃料。

一体どんなものなのか。いまだ実物を確認できてい

ません。 

 

（2015.10.15 朝日朝刊より） 
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福島第一原子力発電所で放射性物質を含む地下水

が海に流れるのを防ぐため護岸付近に整備していた

「海側遮断壁」が完成し、汚染地下水の流出量は 1

日あたり約400㌧から10トン程度に減少する見込み

です。 

 

（2015.10.26 日経夕刊より） 

 

美浜 3号機は 2016年 1月に運転開始から 40年を

迎える老朽原発です。2015年 3月新規制基準に基づ

く審査を申請しました。しかし、関電の書類提出の

遅れなどで、半年たっても設備の審査が実質的に始

まっていません。 

 

（2015.10.28 朝日朝刊より） 

 

そ  の  他 

 

東北電力とスイスの資源大手グレンコアは、2015

年 10月～16年 9月に調達する発電用石炭の輸入価

格を前年比 12%下げること（$64.60/㌧）で合意しま

した。 

 

（2015.10.2 日経朝刊より） 


